






























































































































































































































































（中川（淳）, 2001： 8 ）そこで、政府は、民法
典の編纂事業に着手し、1890年（明治23年）
にわが国はじめての民法典（以下、「旧民法」













































































































































































































第877条 1 項 「子ハ其家ニ在ル父ノ親権ニ
服ス但シ獨立ノ生計ヲ立ツル
成年者ハ此限ニ在ラス」











第818条 1 項 「成年に達しない子は父母の
親権に服する」










































































る。（中川（善）, 1959： 7 －10）中川は、これ
を主張する理由を次のように述べている。
親権というものが、家のためなり、親の
ためなりの権力ではなくて、子供のための
後見を本質とするものであるということに
なれば、人々の考え方、つまり親子関係の
理解の仕方がよほど変わってくる。そこで
いっそ親権というような権力的な用語はや
めて、親もやはり後見人とし、子供があれ
ばだれがこれを後見するかという問題とし
て考え、第一には父母が後見人となり、父
母たる後見人がいなければ家庭裁判所の選
任する父母以外の者がなる、というふうに
考えるのが一番いいのじゃないかと思うの
です。現行法の親権というものと、未成年
後見というものを統一して理解するという
ことが、親子法を真に子のための親子法に
するゆえんだというふうに僕は考えて、親
権という制度および用語をやめて、後見制
度一本にまとめて考える考え方を法文の上
に表したほうがいいんじゃないかというふ
うに考えたわけです。（我妻ほか, 1959：
78－79の中川（善）発言）
民法学者の有地亨は、現行親権制度の再検
討の必要性について次のように述べている。
1970年代になり、子どもに対する考え方が、
保護の客体から、子どもも成人と同様の自分
の事柄はみずからの考えで決定する権利をも
つ、権利行使の主体であるとみられるように
なった。そして、〈子どもの権利に関する条
約〉やイギリスの貴族院の〈ギリック判決〉
（1985年）に例示されるように、子どもの発
達に応じて親の外的統制力は弱化し、子ども
の分別、判断能力が成熟するに従い、子ども
の意見表明の自由を保持し、それを尊重する
ことが必要となっている。子は成年（20歳）
に達するまで親族に全面的に服するという現
行親権制度は再検討すべしとの意見も提起さ
れている。（有地, 2007：189）
３．今後における親権に関する課題
３．１．西洋における親権改正の動向
20世紀後半から21世紀にかけての西洋では、
親権規定に関して何度も改正が行われている。
例えば、フランスでは1970年法により、親権
概念が「父の権力」から「親の権威」へと用
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語が変更され、ドイツでは1979年の配慮権法
により、「親権」に代わり「親の配慮」とい
う用語が導入された。また、イギリスでは、
子に関する親の法的地位が後見であったのを、
1989年法により、「親責任」という概念を導
入した。さらに、1989年11月10日、国連総会
で採択された〈子どもの権利に関する条約〉
で表明された子どもを権利主体として承認す
る思想に沿って、フランスやドイツでは親権
内容に関する改正を行っている。〈フランス
は1987年法、1993年法、2002年法。ドイツは
1997年法、2004年法で改正が行われている。〉
（フランスについては、田中通裕, 2006：468－
472／ドイツについては、岩志和一郎, 2006：
498－499／イギリスについては、許末恵,
2006：531－534）
一方、日本では、前述のように、親権規定
の改正案を含む「法制審議会民法部会小委員
会における仮決定・留保事項（その二）」が
公表されたが、それから約半世紀経った現在
においても、未だ親権に関する改正には至っ
ていない。
３．２．今後の親権に関する課題
日本の親権規定は、1947年の改正以降、変
更されていない。しかし、親権をめぐる状況
は戦後大きく変化してきた。
厚生労働省の『人口動態統計』によると、
日本における離婚件数は、1970年代以降10万
件を超えてから、年々増加し、2002年（平成
14年）には、過去最高の28万9,836件に達して
いる。この離婚件数の増加に伴い、未成年の
子を持つ夫婦の離婚も当然ながら増加した。
離婚に際し、父母のいずれを親権者にしたの
かについての年次推移を見ると、戦後公表さ
れた統計では、当初は夫を親権者として離婚
する場合が過半数を占めてきたが、1966年
（昭和41年）に妻を親権者として離婚する場
合が過半数を占めて逆転して以降、現在に至
るまで年々その件数は増加し、最近では約 8
割に達している。そして、この離婚母子世帯
の経済状態は、著しく低く、その原因の 1つ
に離婚後の非親権者の父から子どもへの養育
費の支払が滞りがちであるという事実がある。
2003年から開催されている私的な研究会
「民法改正委員会家族法作業部会」の報告の
なかで、水野紀子は、親権法改正の基本指針
の 1つとして、離婚後の両親の共同親権の原
則化を提案している。しかし、この提案には、
日本の離婚する夫婦の現状を前提とすると、
離婚後の共同親権は機能するのかとの意見も
出されている。（水野, 2006：160－163）今後
は、親権に関わる法改正への動きに注目しな
がら、離婚後の家庭や子どもへの養育費問題
の現状を検討していきたいと考えている。
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